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職場組織と経営民主化運動 (1)

一一戦後初期労働運動の実体一一一

小路行彦

課題と方法

1課題

本稿の課題は戦後初期労働運動の実体を，国

鉄労働組合大宮工場支部1)を事例に，運動を担

った組織と諸階層の視点から検討し，その経営

改革運動としての実態を解明することにある。

この点で，あくまでも労働運動のひとつの側面

に的を絞っていることを予め断わっておかなけ

ればならない。

課題の限定に対応して，本稿で主に取り上げ

る分析対象も「労働組合」めの職場レベルの組

l' これは現在の名称である。当時， 工場は工機部と

呼ばれていたし， 国鉄の労働組合が単一体となっ

たのl主， 1947年6月6日であるから，これ以前は，
大宮工機部労働組合であった。なお，工機部工場

とも呼ばれていたから， 本稿では筒使に， r工場」
名を主に使用することにする。

2)本稿では労働組合に全て鈎括弧を付している。 こ
れは， 労働組合と呼ばれていたものとL、う意味で

付しているのである抗 また，労働組合論の問題

状況に一つの配慮を示したものでもある。すなわ

ち， この時期成立したのが労4郵E合であるか工場
委員会であるかは， 後にみるように議論のあると

ころで， しかもこの問題は成立した労働組織の実

態をいかに詳細に分析したところで結着のつくも

のではなく概念規定の仕方にかかっているからで

ある。加えて，立てられた概念によって，それに

即した実体が時間的経過の中で形成されてくるこ

と， またそうなれば，概念によって意識化される

「部分」が実体を覆い， それによって光を当てら

れない， 諸関係の中で無自覚的に行為しているこ

とによって成り立っている「部分」がネグレグト

されていく， そうした概念と実体の関係を念頭に
おいたものでもある。

織が中心である。内容を先取りして言えば，経

営改革運動は職場を単位にした自主的な職場改

善運動の集積として組織されていたからであ

る。事業所ごとの「労働組合」も，この自主的

な職場改善運動を受けて「上からJ組織された

のである。すなわち， 自主的な職場改善運動の

担い手と事業所ごとの「労働組合」の指導者と

は違っているとの理解にたっているわけであ

る。めそれ故，本稿でいう戦後初期労働運動の

主体とは，この自主的な職場改善運動を担った

層をt旨している。

3)戦後結成された労働者組織の組織主体と組織の性

格について比高橋洗氏の資本家階級による「上

からの組織化J=r御用組合=資本が組織する工場
委員会」と，労働者階級による「下からの組織化」

= r労働組合への発展を目標とする自主的工場委
員会」との「二つの途」の「対立・抗争」のうちに

把握する見解が有力であるcr所謂『企業別組合』
についてJ，社会政策学会編『賃労働における封
建制』有斐閣， 1955年， のち同著『日本的労資関
係の研究』所収， 未来社， 1965年〉。
更に， 労働者階級の組織化は， r一工場のなか
で団結権を闘いとるための組織活動は， その初発

から賃金闘争と結合していただけでなく経営の民

主化， 経営参加の要求と不可分の関係にたってい

たから，工場委員会型の組織化と闘争はそのまま，

労働組合を建設することにむすびついていた」

(同上， 37貰， 引用は未来社版による) と説明さ
れている。

高橋氏の見解は戦後初期に展開された職場改善

運動を， 団結権を闘いとるための組織活動に還元

しており， 運動の複雑性を視野に入れていないと

いう点で， 運動理解の単純化に陥っていると思わ

れる。それは，山本潔氏がいうように， (W戦後危

機における労働運動』御茶の水書房， 1977年)労
働者階級の組織化にも「下から」のといってはすま
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そこで以下では，担い手という点において

場改善運動と雲監なり合っていた労働者組畿，す

なわち r労働組合j の職場レベルの組織の構
造と活動に分析の視点を定め，経営民主化運動

の歴史的構造を検討する。

2方法

戦後初期の労働運動乞職場レベルの話番

〈草議場開争)に注箆しつつ， しかも，

の展開論理ざ学陵部年功制の王子議論J)に立騨

して分析している労作としては，唯一藤田若雄

の一連の業織があるだけだといってよいだろ

う。そこで，ヌド稿の分析方法を藤思表雄の研究

を検齢ずる形で確定することにしたい。

藤田の「学歴別年功舗の

要約すれば，それは次のよう

経営内部には各学股別に，身分・職制上の地

位・賃銀の序列が勤続年数な基本に構草されて

いる O 吏に， このま下功序列は学卒後すぐ入職し

て，工場内?で熟練を積んだ基幹従業員騰と中途

採F芸者との差異によって譲完されている o この

されない様々な組織化路線があったという意味で

はなく， 験場改善運動すと怒った主体とその運動内

容， このインパタトを受けて「労働総会Jを経織
した経営内郊の主体とその滋動内容とは区別され

るという意味である。 ここには，この区別令「下

からの綾織化j と「上からの綴織化jでも， rlご
からの綴織化」内昔話の遼言語路線なめぐっての対立

でも理解できない fアモノレプJ(兵藤鋭「戦後段
本の労使関係ーーその枠組についての覚書-.-J
『労働問慾研究.Ji 3-1予，五月社， 1981年11月)た
巡議事に対応した主体の変化 e交替がみられるから

である。なお，この問題の詳しい分析は別穣でお

こなう予定である。

4)大河内…男・主主義まま治郎・藤13:1遣を綾編 F労働組合

の構造きと機能ーー職場組綴の5臨時分析一一一JI(東
京大学的阪会， 1959匁〉 の序章?とおいて展関きまし
たものである。 この f芝思議詰仮説」の形成過程の特
微を明らかにしたものに， 氏原亙治郎 r1950年代
における労働組合論 (1) (II)一一数藤悶芳雄教

授の労使関係・労働組合議~中心にして一一J(霞
際議後教大学社会将学研究所『社会科学ジャーナ

ノレ~ 16-'iゑ 17号， 1978年3月， 1979年3)ヲ， のち
藤図起綴 f藤田芳綴…信仰と学務J所収， 教文
館， .1981年)ここで，!(;原氏は「この建物そのも
のの評価について比致診察夜種々マあふ今日

序列の下で，労鱗者は経営に対する忠誠(昇進)

と反逆〈疎外)のニ層に分化している， という

ものであった。

この理論に議づいて，戦後初戴の?職場闘争j

は f戦前の身分的学歴!iJ1j労能関係の苦笑返し現

象jであると理解され，次のように説関され

る。

「この一般的篠向のなかで， とくに経営怒当者に

反抗したものは， 日本では中途探F言者マあり，定期

採用者でも正義感が強いためにかえって年功秩序の

なかで昇進のおくれていた人びとであった。かれら

は年功秩序の身分的利害状況のもとでルサンチマン

に陥っていたのである。こんに雪bの用語例によれ

ば，怨念によるものである。そして，わが国の労使

関係が経営家族主義であるといわれるから季かくの

ごとき倫理にもとづく表現役とれば， た忠誠ミの徒

にますするミ反よ設なの徒の運動なのである。そして運

動ぬミ戦犯的E主餐還を鋒撃ミ定義暴力的監督者鈴襲撃ミに

より民主主義的経営狭序の確立とか経営近代化のた

めの闘争と表現されている。しかし，それはけっし

でも評価が緩定しているとはいえないJ(42克
引用は教文餓販による) としながらも， r企業別
組合の内部葬審議と動態論への試みj の頂点に立つ

ものと高く評価されている。

「労使関係・労働組合Jの分析視角への
批判としては全体として評絡しながらも， r:企
業への忠誠・反逆三派の思考の主主織における間一

役を指摘するあまりその色彩の重さを駿視したJ(熊
沢誠「労働組合の経務滋論j 岸本英太郎編 F労働
組合の機能と綴綴i所詩文， 之ネノレグァ喜義援， 1966 
年)とするものから， r日本資本主義の会機造的把
握からの切断J(中関洋 f労働遼動史(戦後期)J
労働関緩文献研究会編 F文献研究日本の労!ま韓関議
〉増補版<JI所収，総会労働研究所， 1971年〉とし
て全面的同騨げるものまである。後者の批判は

この段階で安当であったが， 爵題は「年功」概念

の理解と関係して単純ではない。労{勤務の主体的

主主営為の結果として， r王手さきj概念が捉えられると
すれば， 主体論や経営構造論11資本主義の変動論

をこえた水準で間緩にされなければならないこと

を示しているからである。なお， r若手功」概念の転
換については， 粟国儀「企業別組合の機能とその

基盤J(W研究資料湾総 306号，法政大学大原社
会問題研究所，19841手4}l)， 拙稿 rj!主薬合理化
期0)作業集団と労務政策J(['北海道大学総済学研
究J 第33巻第3~・， 1983年12)むを参照。
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て近代化でもなければ，民主化ともし、し、がたし、もの

であった。J5) 

何故この期の「職場闘争」は「近代化でもな

ければ，民主化ともいいがたいもの」であるの

か。「生産管理」の分析からその理由をみてお

こう。

「この人民裁判的団体交渉・生産(あるいは業務〉

管理的ストライキ・企業占領的労働協約の線が脈々

として生きているかぎり，そこには自覚的な意味で

の職場闘争というものはない。なぜなら，単位組合

レベノレ(工場・事業場単位)で経営者側を圧倒して

いるのであるから，特別に職場闘争ということを自

覚する必要がない。終戦時の軍需工場やその他のほ

とんどすべての工場にみられたように，管理者不在

の状況がゆきわたっているのである。そこに存在す

るものは，むしろ下部からの組合幹部の監視であ

り，いわゆる職場権力なるものは最下部にあり，そ

こから上方に放射している形となる。J6)

藤田の見解は，経営内の労働生活の過程で労

働者が身につける思考及び意識にまでおりたっ

て運動主体を分析しているということができ

る。それ故，運動主体を経営の歴史=経営構

造7) との関連で読解しているということがで

き，この点で優れたものである。しかし，戦後

初期の「職場闘争」は， r自覚的な意味で職場開
5)藤田芳雄「戦後日本における職場闘争の変遷一一
戦後労働運動の時期区分と職場闘争 J (11月刊
労働問題.]201号， 日本評論社， 1974年10月，の
ち『藤田芳雄著作集3.]所収， 三一書房， 1982 
年)166頁(ヲ開は三一書房版による〉。
6)向上， 163~164頁。
7)経営の歴史=経営構造は， ここではさしあたって
経営構成員の作り出す制度・慣習という意味で使
用している。労使関係概念との異同が問題となる
が，これを， 1"資本と賃労働の階級対立が歴史的条
件の中での力関係として形成するもの」と.捉える
のであれ， 1"今日の産業社会を構成する人々 や組織
体の諸関係」とするものであれ，これらは，概念
のうちに「現実」の評価基準(階級関係の止揚，
労使関係の近代化)を含ませ， この評価基準を担
う関係性の中に主体をおし込めている点で， 経営
構造の概念とは違っている。経営構造の概念は，

こうした理念的な評緬基準を含んではいない。

争」とはいえない単なるルサンチマン(怨念)

による反抗として，経営の近代化にも民主化に

も繋がらない否定的な運動であると評価される

ことになっTこ。

藤田の以上の見解では， r職場闘争」を労働
組合対経営者，労働組合幹部対最下部労働者の

対抗図式だけで把握しており r職場闘争」そ
のもののミふくらみミを軽視することになって

いる。「労働組合」と最下部労働者が「職場闘

争」を自覚する必要がないほどに職場権力を掌

握しつつも，経営機能を停止させないとすれ

ば，運動の内部に権力掌握にともなう内部統制

が問題になってくる。誰がどのような基準で昇

進するのか，賃銀の決定はどのようにおこなう

かなど，労働者の内部関係に係わる課題は多

い。「職場闘争」とは，こうした自己の内部に跳

ね返ってくるものも含めて理解しなければなら

ない。

藤田の見解が実際の分析において，以上のよ

うな単純化に陥っているのは，経営の歴史=経

営構造の理解が単純であることに起因している

と思われる。つまり，藤田の議論においては，

経営構造が問題にされているといっても，それ

は自生的にピラミッド型労働力構成を形成する

力である従業員の内部に働く忠誠と反逆の昇進

競争の機構としてである。

労働者の思考及び意識が忠誠と反逆の競争機

構の中で析出されてくることは一面の事実では

ある。しかし，経営体は市場での競争に対応し

て，効率的・合理的運営が要求される組織体で

ある。内部の役割配置はこの要請に沿っておこ

なわれており， ここでの役割=地位にはそれぞ

れ独自の思考及び意識が形成されていると考え

られる。この視点は，戦後初期の労働運動が経

営民主化運動として展開されているがゆえにと

りわけ重要で、ある。なぜ、なら，大正末から昭和

初期の産業合理化と経営改革の経験8)から戦時

8)この点は， 大東英祐「労務管理一一戦前の労働力

管理を中心としてーーJC中川敬一郎編『日本的経
営』所収， 日本経済新聞社， 1977年)を参照。
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の精神主義的，軍隊的労働体制へ反転していっ

たその延長線上に経営民主化運動があるからで

ある♂経営民主化運動が下部労働者だけでは

なく経営諸階層のかなりの部分を巻き込んだと

いうことは I学歴別年功制の矛盾」から十分

に理解できることではなくて， こうした歴史的

文脈のなかで理解されなければならない。

そこで，敷街して経営の歴史=経営構造のう

ちに運動主体をみる筆者の視点を整序すれば，

次のようになるだろう。

まず，経営組織の機能合理的な論理によって

染められた組織構成員の意識である。これは典

型的には経営管理層，技術者によって担われた

9)戦時の労働体制は， 産業報国会の政策に沿って理
解する限りで、は， 精神主義的・軍隊的労働力体制

と理解されてよいのであるが， その実態となると

いまだ十分には解明されておらず， 議論のあると

ころである。たとえば自主的な労働組織の解体，

長労働時間と賃銀水準の低下， 強制的な労働力動

員と労働体制の抑圧的側面を強調する議論(大原

社会問題研究所編『太平洋戦争下の労働者状態』東

洋経済新報社， 1964年)から精神主義的・軍隊的
労務管理の暗い面をみながらも， 労働力不足のも

とで労務者の地位が向上し工職の身分差・賃銀差が

解消したこと， 争議行為は減少しているがその中

では労務提供拒否を楯に監督者排撃の割合が高く

なっていること等を指摘して， これを戦後改革に

連なる 「戦時近代化」の文脈のうちに捉える議論

(孫回良平「戦時労働論への疑問J，11日本労働協
会雑誌~ 76号， 1965年7月)まである。両議論に
はともに根拠があり， 全体像は各産業別・各事業

別に多様であったといえよう。それ故，一般論と

して戦時を軍隊的労働体制に塗りつぶすことも，

戦時の遺産を忘れることもできないが， 戦後の経

営民主化を戦時近代化の直接的な延長上に位置づ

けることは疑問である。 なぜなら，職員・管理層
が経営民主化運動の核になったことは， 戦時に職

員の地位が低下したことからは説明できないから

である。また本稿の対象にTlPす限り， I企業のコミ
ュニティ化」 もその要素に濃淡はあれ，大筋で挫

折を経験していたとみられるからである。なお，こ

の点は前掲拙稿を参照。

また， 戦時労働体制の運動理念，組織，政策を

分析した研究はかなりの数にのぼるが， 労働力管

理の実態を事実に即して明らかにしたものは少な

し 今後の課題である。前者の文献と問題状況に

ついては， 塩田咲子「戦時期日本の労働運動・労

使関係) (11季刊労働法~ 112号， 1979年6月)を

参照。

意識1のであるが，また，経営組織の自律的な発

展とともに全体に広がっていくものである。そ

れ故，この段階を経営体の歴史に即して把握す

ることである。

第二は，藤田の見解に集約的に表明されたも

のである。すなわち，経営体は権威格差をとも

なった階層性を組織の特質としている。この階

層性は職務上のそれだけではなくて，勤続年数，

賃銀の序列によって支えられている。この全体

的な階層性を人的に形成する制度(学歴別年功

制)によって刻印される諸階層の意識である。

第三は I下部労働者」が職場権力を掌握じ

た際に問題となる労働者の労働生活に根ざす意

識である。これは主に，労働に携わる者がし、か

なる社会的地位・境遇のもとにあるか，労働の

全体性の程度・協同労働の形式・熟練の継承の

仕方等の労働のあり様とによって形成される。

10)資本主義的経営組織の編成原理を機能合理的なも

のとのみ捉えることには疑問があるかもしれな

い。 しかし本稿では二つの点からこのように解

してよいと考えた。一つは，経営組織論の理解か

らである。労働の生産力を資本の生産力として具

体化する組織としての資本主義的経営体は， 資本

を所有する資本家と労働を所有する労働者の，管

理する者の媒介による結合によって成り立ってい

る。それ故，管理層は所有する者と所有せざる者

の階級関係から発生する対抗的イデオロギーの中

で， 経営体存立のための組織力を媒介の論理(=

両者に共通なものでくくるという意味で中性的な

機能合理性) にもとづいて発揮しなければならな
い。 この意味で，資本主義的経蛍体の核はこの媒

介の論理にあるといえるのである。

第二は， 本稿で取り扱う対象の性格である。国

有鉄道は生産の社会化が極限に達っしている公共

企業であるから， I所有と経営の分離」も完全に達
成されている。それ故，経営体は機能論理にもと

づいて媒介者=管理層によって運営されてきた。

次にみるように， 国有鉄道がいちはやくテーラー

リズムの吸収に努力したのも， 経営管理層のこう

した自律性によるものである。

なお， 以上の問題とかかわって，資本主義的経

営体の編成原理について， I資本主義的生産様式の
編成原理を権力論として， 私的所有に基く所有権

力と生産的機能に基く組織権力との対抗関係とし

て把握…・・・生産の社会化の進展とともに， 資本主
義的生産様は， 資本の所有主体(私的所有者)と

機能主体 (経営組織)とを次第に分離させ，前者
の権力を次第に空j同化してゆく」 と把握する，乎
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前者は「階級意識」に係わり，生活水準・生活

空間・言葉の相違を根拠にした，対立する相互

の理解困難性を特徴としている。後者は「職業

意識」というよりは「技能者意識Jとでも呼ぶ

べきもので，理論(言語的世界)に携わる技術

者・管理者のそれとは異質な精神世界を形成し

ている。11) これを，労働の論理にもとづ〈意識

と規定するとして， これらの意識がどの程度自

律的なものとして存在し，意識化されていたか

が問題となる。

第二の意識は第一の意識と第三の意識の接点

をなしており，両者の複合とでも表現できる現

実的な意識である。この限りで，藤田の経営構

造の分析視角は，その結論は別として基本的に

正当なものであったといえ，本稿でも，分析の

焦点はここにおかれ特に，第三の意識について

は部分的な分析にとどまっている。

そこで，経営の歴史=経営構造の視点とは，

以上の経営の論理と労働の論理が歴史過程の中

で生み出した制度・慣習・意識に注目するとい

子友長「直接的生産過程における疎外論の発展」
CW唯物論』第30号， 札幌唯物論研究会， 1985年4
月)を参照。平子論文は管理論を労働者の陶治の
問題として捉えなおした注目すべき論文である。
また， 組織における「媒介」の意味について比
船橋晴俊・船橋恵子I"W対抗的分業』の理論J(W現
代社会学~ 6号， 講談社， 1976年)，テーラーリズ
ムと管理者・技術者のイデオロギーの連関につい
ては， 桜井哲夫「デモグラシーとテクノクラシー
~テーラー主義とサン・シモン主義J(W思想~ 629 
号，岩波書庖， 1976年11月，のち同署『知識人の
運命』所収， 三一書房， 1983年)を参照。
11) 1"技能者意識」については， 労働の世界を「定義
できない知識」の世界と把握する， 猪木武徳「経
済と暗黙知一一知識と技能に関する一考察 」
CW季刊現代経済学~ 61号， 日本経済新聞社， 19明
年)を参考にした。
なお， 日本の労働者の「階級意識」と「職業意
識」については， これを「下層階級的性格と従業
員的性格」と把握する， 氏原正治郎「わが国にお
ける大工場労働者の性格J(日本人文学会編『社会
的緊張の研究』有斐閣， 1953年，のち同著『日本
労働問題研究』所収， 東京大学出版会， 1966年)
が，基本的な研究である。しかし，新たな枠組で，
この研究の成果は捉え直されることが要請されて
いるといえよう。

うことである。

3対象

本稿では， 日本固有鉄道の中の車輔工場の労

働運動史を視野に収めながら，特に，大宮工場

鋳物職場の戦後初期の職場民主化運動を検討す

る。設定した課題と方法から，一経営・ー職場

に内在して分析することが重要だからである。

本論に入る前に，車輔工場労働運動の労働運

動に占める地位と，車輔工場の経営史上の特質

について簡単に触れておきたい。

車輔工場は1945年(以下45年と略記する)当

時，分工場も含めて全国に散在して34工場あっ

た。東京，名古屋，大阪，北九州近辺のいくつ

かの工場を除いた地方の工場は，その地方の有

数の大工場であった。それ故，地方の労働運動

において，工場の「労働組合」は指導的役割を

担う地位にあったし，現に担うことになったの

である。国鉄全体の労働運動においても，工場

の労働者は労働者らしい労働者であることか

ら，また，ー工場に労働者が大量に集積してい

ることから，運動の中核となることが期待され

る地位にあった。

実際， 国鉄の労働運動の端緒は r終戦の直
後に，大宮，郡山，浜松，幡生，小倉，旭川な

どの工機部をはじめ，ほとんどの職場で，従業

員大会その他の名による集会が聞かれ，代表者

を選び，あるいは待遇改善委員会その他の名称

の機闘をつくり，管理者に対して，賃金の引上

げ，勤務時間の短縮，主食の増配，好ましくな

い管理職員の排除，などを要求したJ2) ところ

に求めることができた。すなわち，国鉄の全国

的網羅性のなかで，労働者の集積という点で車

輔工場が占めていた中核的地位に対応して，工

場の労働運動は国鉄労働運動，地方労働運動の

両面において重要な役割を担っていたのであ

る。

経営史上の歴史的特質では，車輔工場は創設

12) 国鉄労働組合『国鉄労働組合20年史~ C労働旬報
社， 1967年)66頁。
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以来，模範的に近代技術の導入に努めてきたば

かりか，工場組織の冨でも，合理的な経営体へ

の改本?と努めている。一例をあげれば，大正末

から本務的に始めた科学的管恕法の導入と吸

収 r工場業務研究会j による金工場あげての
技術の研究・改善の体制U，I提案様変j ・「思い

つき籍」による労働者の作業改善への組織化な

ど，戦時体舗に入る弘前には， 日本の経営体の

も先進的な工場運営なおこなってい

た。I的経営の窪史諸経営構造のやに位置づけら

れた労働漢のうちに運動主体をみるという

の議角にとって，以上のような経営体としての

もつ車線工場は最良の対象なのである。

率報工場の以上の労欝運動上と経営史上の特

質とかかわって，大震工場についてーぎしてお

こう。

大宮工場は埼玉県大宮市にあって，長し

〈明治27年創設〉と率戦工場の中で最大の規模

(労働者数・修綾卒輔数)すと誇っている O 大宮

市における大宮工場の地位は当時にあっては，

大宮市技大宮工場労鰭者の街といってよいほど

く，町そのものが大官工場の発展ととも

ったといっても過言ではなかった。つまり，

宮工場は先にみた車報工場の特質を典型的に代

表しているのである。

ニニ 緩営民主化運動の生成と構造

1 EI生的織場運動と「労働総会J

大宮工場の「労働組合j結成は45年12月5日

で委関鉄部内では事11路，旭川両工場についで早

いものであった014〉埼玉県下でも埼玉金属労

働組合)111=1支部 (45年10月11E)， 日本家犠;ζ

13)日本国有鉄滋 F鉄送技術発達史ー第4綴 1111(1958 
王手)，日本義若手言、鉄道『国鉄の悶額一-)t;殺の体験談
…-11 (1952年)，並びに，大東英祐， 前織論文を
参照。
14)溺鉄労働組合， 前掲番， 69]言。なお，そこマは参11

路工場の従業員組合総成日は45年11月19日となっ
ているが， 最近の資料では何年10JH5日としてい
るく湾労札幌地方本部30年史編集姿険会『国労札
燦地方本部30匁史111981糸 76頁参照〉。

組合 (45年11丹2日)等についで早いものであ

った。しかも， この過鎮で労働条件改善などを

求めて争犠態勢をとっていたから， r密千余を
擁する大工場の麟起として新提がこの経緯を議

日報道……県内における務響力も少なからぬも

のがあったJ15) といわれる纏，県下労働運動に

与えた影響力は大きかった。

しかし，持労組はニ・ーゼネスト後の

共連盟結成に中心的な役舗を果し，“反共

の牙城"として全菌に有名であった。持労組の

初代委員長はその中心人物となった斉藤鉄部で

ある。こうしたことから，間工場労級は半封建

的な燈労掛に規定された非近代的な労働組合と

して，調査審究の対象となってきた。16) 笈た，

最近の研究でも国鉄労畿組合における右援系の

組畿北の中心として，間工場労組があぜられて

いるf〉だが，これらの見解は運動の表面に出

た人物やその行動から判断したものにすぎず，

経営内での運動の実態は伺ら解明されていない

のである G

F労鶴組合j結成以前に争議態勢がとられて

いたことは既に触れた。この争議開のや心とな

ったのは，電気・旋盤・紫率・工機・第一製

健・製材の各職場であった018〉この争議開も電

15)埼玉県労働部労政務F埼玉県労働遼動史〈戦後編)11
(1968匁)23真。

16)学農学工製論にもとづいておこなわれた
業労働調ヨ設がこれにあたる。大宮工場については，

政治経済研究所 f大宮工場労働力構成焚態謁査J
(1949年§月務遂， この概要容は， rr政経総選記月報』
26主主 1951年8凡に収録〉がある。
17) ulヌド潔，前掲欝， I潟「戦後!労働組合の出発点J(熊
谷三者事労編著 1113:2ド労使関係史論J所i絞，東京大
学出版会， 1977年〉がそうである。
1紛争議団を形成した職場については異説がある。党
の F埼玉県労働運動史〈戦後続)11では， r電気・
旋綴・製街・機関掌などJ(23頁)となっている。
これとほぼ向様だが，阪鉄労働組合大宮工
三五年史綴然委員会 f関鉄労組大1r工場支
(1983年，以下， Ii'::::::]五年史』と絡記

する〕では， r電気，第一製街，
E乞 旋磯職場などJ(4Ol"t)となっている。 しか
し， このや議留の中心人物であった殺気職場の石
楽髭 佐藤俊努の両氏によれば，電気の{践に旋盤

・第一撃~ffi' ・工機・委員材の五職場札 運動
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気職場の棒心が中心となって，まず，職場だけ

で職制に対抗して労働条件などの改善運動を始

めたのが発端であった。この争議聞にも，国鉄

部内でいちはやく「労働組合」結成を全国に呼

びかけ I国鉄従業員組合準備会」を結成した

メンバーが加わっていたが，途中で政党に関係

しているとの理由で争議団から追放されてい

る。争議団では，社会党，共産党にかかわらず，

政党に関係している者を除外して，独自に運動

を進めることがメンバーの了解事項であったの

である。

「労働組合」結成は争議団メンバーの当初の

目的にはなく， I争議」の過程で， GHQに示唆
されたのである。実際，争議団の要求項目には，

「労働組合結成を認めよ」に関係するものは含

まれていないのであった。19) I労働組合」結成

への動きは，この争議団に対する GHQの示唆
以外に四つあった。第ーは，先の共産党の指導

する「国鉄従業員組合準備会」に連なったも

の 20)第二は，社会党の指導する埼玉金属労働

の正面に出ることは嫌ったが， 機関車・営繕の職
場も争議団に加わったという。本稿では，この両

氏の説を採用した。以下の内容は主に，両氏から

の開き取り (1982年9月21日および1985年8月20
日)による。

19)要求項目は次の4つを柱としていた。「一，給料即
時五倍増額二，八時間労働制の実施 三，職場
悪質幹部の即時退陣 四， 物資部運営の明朗化」
(前掲『三五年史~40頁)

20) r国鉄従業員組合準備会」については，山本潔，
前掲書参照。 しかし，この「準備会」の評価は過
大であるように思われる。 まず，国鉄労働組合東

京地方本部(清水慎三監修H国鉄労組東京地方本
部20年史H労働旬報社， 1971年)での井上唯雄氏
へのインタビュー記事には， r当事この組織は共産
党の指導によって始まったといわれたが， ぜんぜ、

んそうでtまない0 ・…・・(勤労大衆)党の活動とし
て組合をやりだした。その後，共産党員で戦前，

国鉄の労働運動をやって践になった人から連絡が
あって協力したいという申し入れがあり， 協力者

になってもらいました。それが野本さんですJC41
頁)とある。 これによれば，共産党との関係は密
接なもので

という点でで‘も注14で紹介したように， ~"路工場の
従業員組合結成が，この「準備会」が「機文JC11
月25日創刊の機関紙『汽笛』とは違う。 この「撤
文」は『国労札幌地方本部30年史に』紹介されてし、

組合)11ロ支部に連なる鋳物職場労働者のも

の 21) 第三は，共産党の影響力が職場に広がる

のを憂慮して， I労働組合」結成を指導した現

場の管理者(職場長)のもの 22)そして最後は，

当局が指導した戦前の現業委員会の戦後版であ

る鉄道委員会再生23)の四つであった。

大宮工場の「労働組合」は，鍛治職場長とな

った斉藤鉄郎が委員長となっていることからも

わかるように，争議団を指導した者と職場長層

の連合によって結成されたのである。また，鉄

道委員会も「労働組合」に容認され，両者はし

ばらく共存していた。争議団は「労働組合」の

る〉を全国にむけて発した11月15日以前の10月15
日であったし， r準備会」会員のいた大宮工場でも
次にみるように， 争議団への影響力は少なかった

のである。 なお井上氏は札幌鉄道教習所普通部業
務科卒で， この「機文」を同窓の経路で送ってい
る(同上， 69頁参照〉。

21)埼玉金属労働組合川口支部は川口の鋳物労働者が
結成したものである。川口には戦前， 日本労働総

同盟傘下の東京鉄工組合川口支部があり， 戦後再

結成された組合はこの組織の復活であった。人的
のみならず， 採択された綱領・規約も継承してい

た(~埼玉県労働運動史(戦後編)~ 20頁〉。
大宮工場の鋳物工には， JII口鋳物業からの移動
者が相当数おり， 中には戦前からの組合活動家が
いたという。 このことは，鋳物職場支部の初代青

年部部長であった南斉信男氏からの聞き取りによ
る (1985年8月初日〉。

22)当時機関車職場長であった永松篤氏は， これに関
して次のように述べられている。「偶々 9~10月頃

か?省電の運転手の組合が第一番目に労組を結成

したということを知り， 共産系の指導が大宮工場
の若い層に及ぶことがあってはと急に労組の結成

を速かならしめることが肝要と考えました。私は

鍛治職場長であった斉藤さんと直接話合い公私の
別なく 2人で連繋をとりました。私は斉藤さんに
工場の組合結成を頼んだわけです。J(以上は， 永
松氏からの筆者への私信一一1985年9月2日一ー
による)

文中「斉藤さん」とは， 斉藤鉄郎氏のことであ

る。 また，職場長で「労働組合」結成に直接かか
わっているのは， この両氏の他に，第一検査と製

材の二人の職場長である(~三五年史H1頁参照〉。
以上の事実は， 当局の戦後版現業委員会復活の
路線とは独自に，現場の管理層による「労働組合」
結成の指導がとられていたことを示してL、る。

23)鉄道委員会路線も含めた国鉄当局の組織化路線に
ついては，山本潔，前掲書を参照。
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下部組織に包摂され，各職場の民主化運動を担

うことになった。

以上の経過を踏まえると，同労組は労使協調

を旨とした「労働組合」であることは確かであ

ろう。だが，その内部には争議団を抱えていた

わけで，経営内部において具体的に改革を担っ

ていたこの存在，これが移行したところの「労

働組合支部委員会J(現場委員会と呼ばれた〉

の存在が重要なのである。当初，同労組の執行

委員に名前を連ねた争議団の中心メ、ノパーも間

もなく執行委員会から名前が消え(全員ではな

いが)，かわって社会党に連なる者が執行委員

会の主流を占めるようになったととを考え合わ

せると一層重要で、ある。「労働組合」に解消し

えない存在としての自生的な職場運動に注目す

る理由は，以上の運動経過のうちにある。

大宮工場の労働運動の流れを大筋だけ述べて

きた。その各々については更に，詳論しなけれ

ばならないのだが， これは他の経営体との比較

の視点から別に論ずることにして，以下本稿で

は， 自生的な職場運動を受けた現場委員会の活

動の分析に入りたいと思う。資料上の制約か

ら，運動の中心となった電気職場を取りあげる

ことができず，鋳物職場のそれを検討する。鋳

物職場は総同盟系の埼玉金属労働組合川口支部

に連なる者が職場運動を掌握したことで，争議

団には加わらなかったが，やはり， r労働組合」
には包摂しえない職場運動の一方の雄であっ

た。

2 支部機関の構造問

大宮工場の「労働組合」が鉄道委員会との共

存・包摂関係25)を断ち，独自に中央委員を選出

24)以下の内容は， i鋳物支部現場委員会議事録 自昭
和21年1月21日至昭和23年3月25日JC国鉄労組大
宮工場支部蔵)によっている。 この「議事録」は

A4版の大学ノート 105頁よりなり， 速記録では

なく， 後に清書されたものであることがわかる。

なお， ここから直接引用する形をとる場合でもい

ちいち出典を明示しない。

25) r労働組合」は45年12月21日に選出された鉄道委
員を組合の中央委員ともすると決め， 形式上は鉄

して r労働組合」機構を整えたのは46年 1月
20日である。職場の運動の担い手が支部第一期

の現場委員として選出されたのもこの時であっ

た。支部の規約が制定され，現場委員会の位置

づけが文章化されたのは，遅れて46年4月12日

の支部大会においてである。初めに，その規約

を掲げておこう。

大宮工機部労働組合鋳物支部規約(第2回)

綱領我等ノ、輩固ナル団結ニヨ lリ生活ノ安定ヲ確保

シ経済的社会的政治的地位向上ヲ図リ発展的

明朗ナル民主化職場ヲ建設、ン以テ生産能力ノ

向上ヲ期ス

第一章総則

第一条本組合ハ大宮工機部労働組合鋳物支部

(以下単ニ支部) ト称ス

第二条本支部ハ事務所ヲ鋳物職場事務所内ニ置

ク

第三条 本支部ハ綱領決議ノ貫徹ヲ図ノレヲ以テ目

的トス

第四条本支部ハ大宮工機部鋳物職場員ヲ以テ組

織ス ci旦シ大宮工機部労働組合ニ加入セ
ザノレ者ハ支部員タノレ事ヲ得ズ〕

第二章事業

第五条本支部ノ、第三条ノ目的達成ノタメ左ノ;事

業ヲ行フ

1支部員ノ〔雇用，解雇及〕修養諸調査

ニ関スル事項

2消費組合ニ関スノレ事項

3作業改善及文化体育ニ必要ナル事項

4其ノ他目的達成ノタメ必要ナル事項

第三章加入及脱退

第六条本支部員ニシテ脱退ノ事情生ジタル場合

ハ理由ヲ具委員長ニ申出ノレモノトス

第七条本支部員ニシテ本規約ニ反シ不都合有リ

タル時ハ委員長ノ決議ニ依リ中央委員会

ニ提議シ其ノ議ニヨリ処理スノレモノトス

第四章機関

第八条本支部ニ左ノ機関ヲ置タ

1大会(総会及代議員大会)2拡充委員

会 3委員会

道委員会と共存・包摂関係1とあった (W三五年史』
44頁参照〉。
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第九条大会ノ、本部ノ;最高決議機関ニシテ委員

長之ヲ招集ス 毎年一固定期大会ヲ三

月中ニ開催ス 但シ支部員ノ三分ノー

〔二〕以上ノ請求有リタノレ時ノ、臨時大

会ヲ開催スノレ事ヲ得 代議員ハ各組五

名ニー名ノ割合トス

第十条大会ニ於ケル役員ハ発言権ヲ認ムルモ

議決権ヲ有セズ

第十一条大会ハ構成員ノ三分ノ二以上出席スノレ

ニ非ザレパ開催スノレ事ヲ得ズ 大会ノ

議長，副議長ハ構成員中ヨリ選出ス

議事ハ出席者ノ過半数ヲ以テ決シ可否

同数ナル時ハ議長ノ決ニヨル

第十二条拡充委員会ハ大会ニ次グ決議機関ニシ

テ委員長之ヲ招集ス議事ハ大会ノ例ニ

ヨノレ

第十三条委員会ハ当時委員長之ヲ招集ス議事ハ

大会ノ例ニヨノレ

第十四条拡充委員及委員ハ左ノ様式ニヨリ選出

ス任期ハ一ヶ年トス

1拡充委員ハ各組ニ二名トス 但シ青

年壮年各一名トス

2委員ハ各組一名トシ四十名以上ニ限

リ二名トナシ青年部ヨリ五名トス

但シ委員ニシテ事故又ハ不都合アリ

タル時ハ任期中タリトモ改選スルモ

ノトス

注 r，鋳物支部現場委員会議事録」より収録。最初
の規約文は第十二条以下未記録になっていた。
十二条以下は，改正46年4月12日規約からで
ある。また， c )内の文もこの改正時に， 変
更，増補になったところである。なお，改正規

約は「第五章役員」を含んで全文22条から成っ
ている。「第2回」は誤記と思われる。

規約では，大会・拡充委員会・委員会(現場

委員会)の三つの機関の設置とその上下関係が

規定されてレるが，次に検討するように，その

関係の内実は明確で、はなし、。まず，拡充委員会

と現場委員会の規約上の構成と，実質的な姿か

ら，乙の機関の特質を検討しておこう。

①拡充委員会

拡充委員会は46年1月規約においても，その

機関順位から考えて，大会に次ぐ決議機関であ

り，現場委員会の上級機関と位置づけられてい

たと思われる。しかし， この両機関の関係は，

通常の組織における執行委員会に対する中央委

員会の関係とは異なっている。

拡充委員は46年1月20日に，現場委員によっ

て指名される形で，十名選出されており，規約

上の規定にもかかわらず，現場委員会を補助す

る委員として出発していた。この時，委員の召

集は I緊急重大事項ノ場合開催ノコト」 と決

めている。また，その後の現場委員会で， I拡充

委員運用ノ件」が議題となっても， I解散セズ

必要ニ応ジ開催J(46年 3月4日)を決めただ

けであった。すなわち，拡充委員会は日常的に

機能しているとはいえなかったのである。

では，拡充委員会が改正46年4月規約におい

て，改めて，大会に次ぐ決議機関としての位

置づけを明確にしたのは何故であろうか。しか

も，この重要な位置にもかかわらず，拡充委員

会には開催に関する規定はなく，支部委員長が

召集することになっているだけで，現場委員会

の補助として以外は，その機能は拡充委員の自

発的な行動にかかっていた。

各職場には，作業掛町が指導・管理するいく

つかの作業集団の連合がある。これに作業掛の

名前をつけて何々組と呼んでいる。鋳物職場に

は46年1月20日時点で， この組が十あり， これ

に職場長・助役以下の現場管理層が属する事務

所が大会代議員・拡充委員・現場委員の選出母

体をなしていた。

拡充委員は46年4月の規約で，組の大小を問

わず各組から二名，それも，青年・壮年各一名

づっ選出されることになった。組の人数で二倍

程も格差のある中で，その大小を間わず各組か

ら二名で拡充委員会を構成するということは，

拡充委員の性格が個人に力点をおいたものでは

なく，組の代表としての役割を強調したもので

あることを意味している。しかも，一人は組の

26)作業掛とは一般に「職長」にあたる最末端の職制

である。詳しくは四章でふれる。
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表 1

1 1946. 1. 20 1 9 4 14 

2 4. 5 1 8 5 14 

3 12.19 1 1 9 5 1 17 

4 1947. 3.18 1 1 7 5 2 16 

5 1948. 3.25 1 5 8 2 16 

I ~ I! I S I日1:I計
もう一人は壮年層の代表

出所 r鋳物支部現場委員会議事録J.r昭和21年度鋳
物職場組別人員表J(神田貞次郎氏蔵)より作成。

注:1各期の職制上の地位は， 全て46年7月1日現在
のものである。その後，棒心から作業掛・技術
掛への記録もあるが， ここには影響していな
し、。

2第3期以後の人数が一定していないが，これは，
委員長・副委員長が現場委員の互選から， 大会
での直接選挙にかわったためである。

としてである。

職場全体の意見の集約は，理念的にはこのよ

うな様式の委員会によって達成されると考えら

れたものと読み取ることができる。また，青年

層が独自に強調されていることは，この規定を

実現させた原動力が青年層であったこと，それ

故， 46年4月時点で，青年層の支部内で占める

影響力が大きくなったことを示している。

以上の経過と規約の規定を考え合わせると，

青年層の代表として，

拡充委員会は労働者一般というよりは，組の意

考を支部の決定にヨリ強く反映させる機関とし

ての性格と，職場の大多数を占める青年層によ

る現場委員会の監視機関としての性格をもつも

のであったといえよう。

員の職制上の地位を参考に検討してみよう。

表1は46年7月1日時点の現場委員の職制上

の地位で，改選期ごとのそれを分類したもので

ある。 7月1日前後に，労働者の職制上の地位

が変わった例も「現場委員会議事録」にみられ

るが， これによっても， この表の数字に変化は

ほとんどない。また，第1期，第2期の現場委

員は，委員長・副委員長の役職者も含めて任期

途中で辞任・交替の例が多くメンバーは一定し

ていなかったが，これらを含めて構成比を出し

ても大きな変化はないので，繁雑を避けるため

省略している。

現場委員の選出母体は事務所を含めての組で

あったから，助役以下の事務掛・技術掛・作業

掛からもー名現場委員が選出されている。27) こ

れに，職場の実質的な権限をもっ助役が選出さ

れていることは，現場委員の選出母体が組ごと

②現場委員会

規約上では，現場委員会は大会・拡充委員会

に次ぐ、議決機関であるが，拡充委員会との関係

でみたように，実質的には先議性を有する機関

であった。これは，組織生成の初期においては

当然の結果でもある。

現場委員は46年1月規約でも，各組一名で

四十名以主の組は二名であった。青年部より五

名の参加は， 46年4月の規約において新たに認

められたものと思われる。 というのは， I労働

組合」青年部が正式に結成されたのは 4月末

であったからである。ただ，この規定にもかか

わらず，毎回の現場委員会には二・三名しか出

席しておらず， この実態を反映してか， この規

定は46年11月の支部臨時大会では，青年部から

は部長・副部長の三名に改正されたものと思わ

27)職場長も組合員であったが， それは実際上.m愛昧
な形での組合員であったようだ。 たとえば， 46年
4月12日の支部大会の記事には，1"本日ノ出席者FE
以下全職場員J(Fチとは鋳物職場長の略記号であ
る)とあり，組合員であったことを示しているが，
47年9月20日の現場委員会記事では， 1"各職場長分
会加入ニ付テ 9-15日ヨリ正式組合員ニナル」 と
ある。職場長は職場の管理者側の最高責任者でも
あったから， 職場分会レベノレで、は陵昧な形で、参加

していたものと思われる。

れる。

先の拡充委員会にしても，独自な勢力として

青年部が現場委員会へ参加することも， ともに

青年層が意見・要求を支部機関へ反映させよう

とするものであった。では，職場運動を受けた

現場委員会は，規約上の性格を超えて，いかな

る労働者によって担われた，いかなる性格の機

関であったのであろうか。この問題を，現場委
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が知られるだけで，以後拡充委員会に欝ずる記

録は一切ない。

拡充委員会はその名称が示すとおり，現場委

員会の補助として設立されていたから，規約に

よる制度化は結局のところ理念的なものに止ま

り， この機関の実織は「拡充jのままで，

的な詞菱重もf含めて機能する要閣が失なわれてい

ったということであろう O それは，現場委員会

ないし志名参加できたこと

や，次にみる現場委員の変化が，拡充饗員会に

讃謹的な;意味を与えなくしたことが察認となっ

ていると，考えられる。

現場委員会のこの期間の議室主で枝問をひくの

は現場委員が棒心から技工へと交響したこと

である。棒心が現場委員会の中心を占めている

3窮 (46年12月訪日-47年3月1713)ま

でで，ニ二・ーゼネスト強折後の第4期議場委員

らは，委員のや心は一般技工に移ってい

る。第S期の主主月闘争時では，一般投工が

全に現場委員会の多数になづている O しかも，

初期の現場委員会が緩い期間マ交撃しているの

に対して，第4潮からは一年掲のそE期を途中で

改選することもなく，安定した現場委員会とな

っているのである O これは，現場委員会の制館

?こ分観されていることとあいまって，現場委員

会の活動が全職場連動であることを思わせる委

員構成になっているといえよう。

しかし，伺よりも現場委員会の構成で特徴的

であるのは，鰭心と呼ばれる非職鍛jの作業集関

の長がや心となっていることである。職場運動

から?争議団」せと形成した電気職場や旋盤鞍場

の運動の担い手広様心が中心であった28)こと

は先に述べたとおりで、ある。鋳物職場もまた，

棒心が職場運動を継承した現場委員会の中心的

な担い手であったG それ故， この点、は蹄章で詳

しく分析することiこするが，現場委員会は有力

の連合とL、う性格をもつもの

たといえるのである。

マコ

のφ支部機関の動態
拡充委員会は46年4A議約によって，組の意

向を反映させる機関として鰯度化をみながら

も.r現場委員会議事録」で試作業掛の
態に係わって開催された (46年S丹1013)こと

28)発端となった電気職場の「民主化遼動Jは， 数i1
の事事心による組織イとによっでいたし.r争議回JCI)
中心となった職場でも潟様であったとLザ。以上
は， 先の石栗免役藤俊男同氏からの憶さ?取りに
よる。
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としての定着が図られたことを示すものであろ

う。

しかし，この現象は，現場委員会の強固な基

盤が確立したと解するよりは，運動の後退ある

いは運動の質的な転換を意味するものと解すべ

きではないだろうか。この点を図1の現場委員

会と支部 (47年6月6日以降は分会)大会(朝

集も含む)の月別開催数から検証してみたい。

一見してわかるように，現場委員会の開催頻

度が高いのは47年1月までで，二・ーゼネスト

後はそれまでのほぼ半数に減少している。第4

期の現場委員会が発足したのは47年3月18日，

二・ーゼネストの一カ月程後の定期大会におい

てであった。この期の現場委員会から棒心の比

重が減少していた。だから，この現場委員会の

開催数の滅少は運動が停滞期に入ったともいえ

るが，むしろ，運動に質の変化が生じたといっ

た方がよいのである。

次節の先取りになるが， このことは第4期以

後の現場委員会の議題のうちに示されている。

すなわち， 47年3月から48年2月までの一年間

に聞かれた現場委員会の総数42回のうち，中央

委員会報告・分会長報告・闘争委員会報告のた

めだけに開かれたものが 3分の 2の28回を数え

るのである。しかも， これ以外の開催議題を拾

ってみても， I市会議員候補者推薦についてJ，

「工機部労組定期大会についてJ，I中央委員候

補者について」等と上級機関の要請に伴なう開

催が，ほとんど全部といってよい状況であっ

た。

それ故，二・ーゼネスト挫折後の現場委員会

は，職場民主化運動を担った機関から，工場

「労働組合」の一機関としての性格を強め，中

央集権的な組織の中に組み込まれていったとみ

ることができる。この移行の過程は，現場委員

会の中心が棒心層から技工層へ変化していった

過程と並行していたことが留意されなければな

らなし、。職場民主化運動は作業集団の長である

棒心に担われることによって運動の実質を確保

してきていたから，その退場は運動の質に変化

を及ぼしたとの見通しを与えているのである。

そこで次章では，現場委員会を核とした職場

民主化運動の実態を分析して，この点の解明を

運動の展開に基づいておこないたい。だが，そ

の前に社会的にも経済的にも混乱の中にあった

労働者の職場生活のうちに現われた意識を分析

して，運動の基礎を確認しておきたい。

3 職場の状況と労働者意識

現場委員会の活動は職場の状況と労働者の意

識に大きく規定されている。戦時の肉体消磨的

な労働体制，限度を超えた生産手段の酷使，戦

後の生産手段不足など職場の状況と労働者の状

態・意識を規定している要因がまず第一にあげ

られる。しかしこの場合のものは労働意欲の

喪失であったり管理者への反発であったり，説

明される労働者の意識は経営対抗的な反擾心で

ある。職場民主化運動から争議団の形成は，こ

の労働者の経営対抗的な意識を土台におこなわ

れたことは明白で，労働者は経営過程によって

この意識を受けとったわけで、ある。

我々が経営構造という概念のもとに意味させ

ている「労働者が生産性向上の論理とこれを体

現した組織にはめ込まれた中で身につける，あ

るいは強いられる意識・思考様式と行為の連

関」の一部をこの意識が構成しているのはいう

までもなし、。だが， ここで我々が注目しなけれ

ばならないのは， こうした受動的な意識で、はな

く労働者が日常の職場生活の中で形成せざるを

えない共同意識である。なぜなら， この意識こ

そ労働者内部を律する肯定的な意識であるから

だ。

そこで以下では I現場委員会議事録」から

窺える職場生活の実相， ならびに 9.15甑首反

対闘争にみられた労働者内部の関係をみて，

限定的ではあるがこの課題の責を果そうと思

う。

①職場生活の実相

先にみたように、鋳物職場の46年I一月規約で
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は支部の事業を「修養諸調査j，I消費組合j，

「作業改善j，I文化体育」と規定していた。こ

れに「雇傭，解雇」が加わったのは遅れて 4月

の規約改正においてであった。既に I労働組

合法」 は公布 (45年12月22日) されていたか

ら， 自制じて「労働組合」の自己規定をする必

要はなかった。それ故， この事業内容は労働者

に必要と思われたものを列記したものと考えら

れる。実際， この時期 (46年 1 月 ~12月)の現

場委員会の議題にはとの規定に係わるものが多

かったのである。たとえば，次のようなもので

ある。

「理髪券使用方法及回収方法ノ件J(1. 28)， 1.工内

浴場ヲ一般家族ニ使用サセラレタイJ(2.4)， 1配給

物品ヲ作業時間中ニ行フ件J(2.12)， 1労報加配米

ガ他工場ト量質共ニ違ウイ牛J(2.12)， 1外出公用証

使用ノ件，職権乱用ノ件J(2.12)， 1物資配給ノl祭

輪番制ニ各委員ガ行フ件J(3.28)， 1職場対抗陸上

競技大会関係ノ件J(4.13)， 1消費組合運営法ニ付

テJ(4: 13); 1購買物品余分品処分方法ノ件J(5.2)， 

「職場整理班設置ノ件J(6.7)， 1工機部公品持出シ

ノ件J(6.11)， 1希望書籍ノ購入/件J(6.20)， 1最

近ノ能率低下ノ;処理ニ付テノ件J(7.9)， 1衛生設備

ノ改善ノ件J(8.20)， 1時間中ノ (トノミク) 公品持

出シニ対スル今後ノ:処置方法ノ件J(9.20) 

以上の課題は，この時期全体に渡って討議さ

れているが，特に前半に集中しているのは当時

の社会状況にあっては当然の結果である。細々

とした生活に係わることがらの合理的な処理の

ために現場委員会の労力が費されているのであ

る。議題を大枠として概括すると， (i) 工場内

生活の内部調整， (ii)娯楽・運動競技の組織と

運営， (iii)消費組合の運営， (iv)労働秩序の

統制である。ほぼ，規約の事業規定にみあった

現場委員会の活動であった。

以上の現場委員会活動の中で，本節の課題に

関わって考える材料を提供しているのは (ii) 

の娯楽・運動競技の組織と運営であるひそこ

で，この活動に係わるものをこの期間の「現場

委員会議事録」から拾いあげておきたい。

「銀映座(明日ヲ造ノレ人々)工友館(芝居)ノ割引

券ヲ労組ヨリ(不明)ノ件J(5.18)， 1奉公会支部ヲ労

組支部へ編入、ン今後業務ヲ継続スルJ(5.21)， 1体

育部其ノ他各部ノ練習ハ原則トシテ時間外ニスノレ事

但シ大会等ノ出場ハ別途考慮スノレ事J(7.19)， 1労

組支部運動部案組対抗野球大会ヲ近日中ニ開催ノ

件可決J(9.20)， 1体育部予算中100円ヲ野球競技

ニ使用ノ件J(9.27)， r支部大会ノ演芸ニ付テノ件
協議J(10.21)， 1演芸工友館ニ於テ2時ヨリ開会

各組対抗9時終了スJ(11.16)， 1闘争資金獲得ノタ

メ各職場選出ノ芸能コンクーノレヲ工友館ニ於テ開催

ノ件J(12.15)， 1資金カンパ演芸ニF支部ヨリ演出

決定ノ浮世悲劇ヲ何故ニ当支部ノ代表トナシタカ 1

等ノ高野組ノ固定忠治ヲ出シテモライタイ等ニテ現

場委員会ニテ決定セノレヲ全部白紙トナシ新タニ国定

忠治ヲ出ス事ト決定ス(カカノレ無力ナノレ現場委員会

ノ:不信任)(12.13) 

工場を初めとして国鉄の各事業所には，明治

末から互助と親睦の団体が創設され，昭和初期

にはこれが整備されて活発に活動していた。し

かし，一般に「工友会」と称されたこの機関も

41年に産業報国会奉公会が発足すると同時に，

「工友会」の一部が奉公会運動部として吸収さ

れて継続したものの，ほぼ活動停止の状態であ

った。29)

大宮工場では， 46年4月に奉公会を廃止して

「労働組合」がこの業務を継続すると，これ以

後は， I労使共催により， 各種競技の運営が行

なわれるように」なっていた。これは敗戦後の

早い時期にあって， I労使共催」 とし、う形で共

同体的な関係の基盤になる事業が復活したこと

を意味する。そして， これには労働者の相当の

エネルギーが投入されていたことが「議事録」

の抜粋よりわかる。まず第一に， 46年4月とし、

えば，都市においては食糧危機メーデーという

マッセンストライキ状況を間近に控えた時期で、

ある。この時に I職場対抗陸上競技大会関係

29)この点については，前掲拙稿を参照。
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ノ件」が議論され開催されていたことは，大宮

市が後背地に農村をかかえ食糧事情に比較的恵

まれていたと考えても，労働者の一方の欲求が

それまで制限されてきた非労働的活動に強くむ

けられていたことがわかる。

第三には，生活権獲得闘争の資金集めとして

開催された芸能大会への支部出し物の決定の不

手際によって現場委員会が不信任されているこ

とである。ただ，同じ12月13日の「議事録」に

はこれに続いて， r生活権獲取運動に対スル現
場委員会幹部ノ不信任等」とあり，更に，翌日

の「朝集」では， r生活権獲(得)闘争ニ関シ現
今ノ時局ノ認識並ニ無能ナルニ鑑ミ現支部ノ委

員ニテハ此ノ難局ヲ打解スル能ズヨッテコ与ニ

強力ナル次期委員会ノ結成ヲ待ッテ総職責ヲ辞

ス」と決めているので，単に芸能大会の出し物

問題だけが現場委員会総辞職の理由ではなかっ

た。また， r出し物問題」は現場委員会の落度と
して不信任の理由に利用されただけなのかもし

れない。しかしこれが総辞職の理由の発端に

なるということだけでも非労働的活動が労働者

の生活に大きな比重を占めていたことがわか

る。

職場生活の実相はこのようなものとしてあっ

た。戦争によってもたらされた精神的空白を埋

めることも労働と生活を確保することに負けず

劣らず重要であったのだ。産報奉公会を引き継

いでの「非労働的活動」の組織化が労使共催の

形ですぐにおこなわれたことは共同体的な関係

が再生されるべきものとしてあったということ

であり，その再生は「労使共催」が違和感なく

受け入れられたということである。「争議団」

を支えた労働者の経営対抗的な意識はこれを平

時において受け継ぐ共同的な意識を欠如してい

たといえるのではないだろうか。

そこで次に， r解雇」問題をめぐっての労働
者の内部関係を検討して以上の推論を補いた

L 、。

②「大量賦首に対する世論調査」

この期間， r労働組合」の最大の闘争課題は
r9・15蹴首反対闘争」で、あった。大宮工場の
「労働組合」は組合員に世論調査をおこない闘

争の資料にしていた。この節の課題との関連で

この「調査」を検討するためにも，まず大量蹴

首の内容， r労働組合」との争点，大宮工場「労
働組合」の闘争過程，妥結結果を概観しておき

たい。

問題は46年7月24日，運輸省が国鉄総連合本

部に人員整理の申し入れをした時に始まる。申

し入れの主な内容は以下のとおりであった。

1 6月末現在，国鉄従業員の総数は55万で，定員に

対して7万5000の過剰であり， 1946年末には，復

員者と新規採用者を計上すれば， 12万9000の過剰

となる。

2これらの過剰人員を整理しなければ，運賃値上げ

も世論が承知せず，給料も上げられなくなる。整

理の対象としては主として年少者(特に体力や技

能のふじゅうぶんなもの)と女性を考えており，

一家の生計支持者は除外する (13--:-16歳の年少者

は約7万5000，女性勤務者は約5万)30)。

この申し入れから当局が解雇案を撤回した9

月14日までの闘争経過も簡単にみておこう。

8月2日 大量解雇対策委員会〔解雇反対声明書〕

8月3日 闘争委員会を編成

8月12-13日 全国鉄青年婦人代表者会議〔解雇反

対決議文〕

8月15-16日 臨時拡大中央委員会〔ゼネストを決

議，通告〕

8月27日 闘争委員会と当局との交渉決裂 C8月25

日の当局覚書を拒否〕

9月5-6日 国鉄総連第2回臨時大会〔ゼネスト

断行の東日本地連と交渉による解決に重

点をおく西日本地連に分裂。西日本地連

は退場，残留の東日本地速はゼネスト断

行を決議〕

9月11日 残留派闘争委員会〔既定方針を再確認し

3b)国鉄労働組合，前掲書， 111頁。
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全国に指令，運輸大臣に勧告文〕

9月12-14日 国鉄総連と当局との交渉〔当局解雇

案撤回，総連ストライキ中止J31)

以上の闘争経過は当事者の国鉄総連合だけに

限定したものであるが，闘争は産別会議の推進

によって同じ大量解雇に直面していた海員組合

と全日本炭鉱労働組合でゼネスト共同闘争委員

会 (8月30日)が設置され全国的な支援を受け

ていた。

大宮工場は国鉄東京地方労働組合のもとにあ

って当初ゼネスト支持派に属していた。しか

し，大宮工場労組のゼネストへの態度は先の総

連合の東西への分裂の過程で、ゼ、ネスト反対へと

変わっていった。すなわち，

18月30日に開かれた国鉄大宮工機部労組の中央

委員会は，スト決行の賛否をめぐって硬軟両派の主

張が激突，数時間にわたって議論が沸騰した。結局

37対25でスト断行に溶着したが， 37票のスト賛成派

といえども，現段階における無計画なスト断行には

不賛成の意を表し，また計画と秩序あり，責任ある

ストの実施を要望したといわれる。この大宮工機部

労組の軟化は次第に深まり 9月10・11日の両日，

東京・新潟・札幌・仙台の4地連によって開かれた

国鉄総連中央委員会の席上，大宮工機部労組は，ス

ト決行反対を強行に主張するにいたった。J32)

このように 19・15融首反対闘争」は産別会

議，後に総同盟の支援も受けて全労働者的な闘

争になりながらも，当の国鉄総連合はゼネスト

決行か否かで東西が対立・分裂したままの闘争

であった。大宮工場労組も「国鉄蹴首反対全埼

玉労働組合共同闘争委員会」の中心にあったが，

最後は自らゼネスト決行に反対の態度を決

め「県下の国鉄関係労組の闘争を大巾にゆるめ

る結果J33)をもたらしていた。西日本の地連や

大宮工場労組ばかりでなく全体として支援団体

31)国鉄労働組合，前掲書， 111~139頁より整理。
32)埼玉県労働部労政課，前掲書， 60頁。

33)向上， 60頁。

よりも当事者の国鉄総連合の方が柔軟であった

が，それは組合の内部事情や解雇の対象にあっ

たように思われる。そこで次に，交渉過程のな

かで明らかになった争点，共通認識であったも

のをみていこう。

まず，解雇の対象からである。当局は組合の

攻撃を受けて最終的に7月24日の解雇案を撤回

したので、あるが，その際にかわされた「了解事

項」には8月25日に当局から提案された覚書と

かかわって微妙なものがあった。

8月25日の覚書

1配置転換は双方協議の上，強力に実施する。

2退職希望者，能率の著しく上がらないもの，勤労

意欲の足りないもの，その他悪質のものは整理す

る。整理にあたっては組合の意向を考慮する。

3組合の増員要求については，当局案の定員48万に

対しおよそ2万人を増員する。その割合について

は，双方協議して決定する。

4整理人員5万5000人の数には必ずしもこだわらな

し、。34)

9月13日協定

1当局は7月24日申入れの整理案を取り消す。

2総連はストライキの指令を即時取り消す。

3総連はあらためて代表者を選出し，当局と経営協

議会を設け，経営の合理化に関し全般的に協議す

る。

9月13日了解事項

1配置転換は協議の上，双方誠意をもってすみやか

に実施する。

2悪質者等の整理は，組合と協議の上すみやかにこ

れをおこなう。35)

この他に 8月14日の交渉で訂正された解雇

対象を含めると，その表現は「年少者(特に体

力や技能の不十分なもの) と女性J(7月24

日)， 1勤務成績の悪い人，非能率的なん比較

的に生計維持の責任のもっていない人y6)(8 

34)国鉄労働組合，前掲書， 121~122頁。
35)向上， 134頁。

36)同上， 117頁。
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霊祭 2 大量議室ぎに対する世論調査 (1946若手S}110回線俊)

議華街ナキ z反対〈給対〕

女子ヲ対象トスノレコトニハ反対

当局案ι重量条件賛成

当潟葬遺品害警成出来ナイがヤムヲ得ナイ

高級官交ヲ霊童葱セ謀

非能E事者選定患繁不良者ハ組合ノカデ養護主セ器

合 L
j
 

雪
岡 135 2771 .107 I 384 

問所 r鋳物3主務m場委員会議議事録J171(0 
主主:(1) 普通事務には25造業以下の注がついている。
め 32211t有数数であ号工場全体の人数はもっと多い。

f114S)， r退職希襲名能率の著しく上がらな
いもの，勤労意欲の足りないもの，その他悪質

なものJ(8}j25日)， r悪費者等J(9月13S)
に変{としていた。

ところで， 8 }j25自の覚書は f初めの二条は

承認できるが，あとの二条は不讃J37) というこ

とで変渉は一旦打ち切られたのであった。それ

故 9月13日の了解事項の 「議長費者等j には

「退職希謀者・能率の饗しく上がらないもの，

勤労意欲の足りないものjも含意されていたと

みてよいだろう。つまり， r態質者等jに合意さ
れた「能率の著しく上がらないもの，勤労意欲

の足りないもの」は労農双方に共通の整理対象

であった。

以上で， r9・15蹴背反対関争j の問題状況
は鋭践できたものと思う c寵に，この結果は経

合の内部事情を窺わせるものであるが，更に，

大宮工場でおこなわれた「大盤競曹に対する世

論調査Jをみながらこの点を蒋認すると問時に，

本節の課題に議論を車交っていきたい。

zの「大量ま銭言に対する君主論譲査j試 8月
10日鋳物職場の現場委員会で報告されたもので

あるから，調査はこの数日前におこなわれたと

患われる。集計を概観すると，工場全体では，

「非能率老成議不良者ハ競合ノカデ整理セ浸J

37)懐鉄労働組合，議議番， 122A。

が一番多く全体の3鰐強に達している c以下，

f高級官吏ヲ整理-l:!.渓J，r理由ナ"f'ニ反対(絶
対)J も多数を記録しているが， 解麗容認抵は

最初のものに.r当罵案ニ無条件賛成Jと「当爵
案ニ賛成デキナイガヤムヲ得ナイJた加えて計

算すると半数とはいかないまでもそれに近い費支

を高めている。これは労欝組合員への解雇につ

いての調査ということからすれば，驚くべき

といってよいだろう。

しかも， これは8月訪日以前の調査であるか

ら当局が示した8}j25自の解臆対象ばかりか，

8月14日の交渉で示怒れた「勤務成績の思い

人，非能率的な人Jをどうも取りしていた。これを

みれば，当局の強案も労{勤者の中に強留な基離

をもっていたわけで，労働者の内部で「非能率

者，成績不良者jに対する底力は梧当なもので

あったことがわかる。これは大宮工場に特有な

現象ではなく罷鉄全体に共通のものであったろ

う。総連合の内部事情もまたここにあったので

ある。

この配力そして総連合の了解事項はどのよう

に作用したであろうか。鐸物騒場現場委員会は

協定妥結後の9月訂正 f悪費者ノ整理方法ノ

件jを議論し， r組合ニテ自主的ニ持ブjと決め
ている。この3ヶ月後には該当者名が挙げら

れ， r本人並ニ親ぷ申入ヲシテ其ノ後ニユ於テモ
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現在ノ様ナル事テV、辞表シテホシイ。当日申入

レヲ行フ。作業係，現場委員ニ連絡ス」と対処

を決めている。この結果は47年1月16日に下さ

れ，先の者は「ー名ヲ残シテ辞職スノレ事ニ組合

トシテハ決定」となっている。現場委員会によ

るこうした「悪質者等」への統制がどの程度工

場全体でおこなわれたか不明であり，鋳物職場

でも「議事録」にみえるのば僅か5人に過ぎな

かった。しかし，この統制の影響力は大きいも

のがあったのではないだろうか。表3は総人員

と復員者，採用者の人数から退職者数を計算し

たものであるが，これによれば，協定成立後と

49年の定員法以前に1000人程の退職者があった

ことになり， これは先の大量解雇の際に大宮工

場で予定していた900人を上まわる人数であっ

たからである。職場は大量の人員変動を経験し

ていたわけで，これだけでも激動の中にあった

とL、うことができょう。

かくして，職場の状況，並びにこれに規定さ

表 3要員の推移 (単位人)

|復員|採用|退職|総人員

1944 不明 3，528 

45 891 1，270 938 4，759 

46 580 70 146 5，263 

47 61 141 469 4，996 

48 204 517 4，633 

49 不明 4，723 

出所:日本国有鉄道大宮工場 『七十年史~ (1965年)
81， 249 ~250 頁より作成。

注:退職数は総人員と復員数，採用数から計算した。

それ故， 他工場への転勤者も退職に含まれてい

る。

れつつ，これを主体面で構成している労働者の

意識は，次のように把握することができる。

「争議団」に結集された，経営対抗的な意識

を平時において継承する，労働者の同一性に基

づく共同性はやはり存在しなかった。それは，

クラフト的な連帯が存在しなかったという， 日

本の労働者の歴史的特質問からではなく，この

場合は，戦時の労働力のダィリューションの結

果，職場の労働者は年少者や女性をはじめ様々

な職種を経験した人々から構成されていたこ

と，しかも，その中には敗戦による国家的な労

働体制・労働倫理の崩壊によって，労働意欲を

喪失したままの労働者が多数いたことによって

説明されるべきである。

それ故，交渉主体としての「労働組合」は，

自らに労働者としての一定の枠をはめ，内部規

制をしなければならなかった。経営民主化は

「争議団」に結集した労働者の意識の延長線上

にあるものだが，先の「協定」にもみられたよ

うに，経営民主化は経営合理化とセットになっ

て問題とされている。これは，経営協議会に係

わって議論されたもので，大宮工場内部での経

営協議会問題でも同様で、あった。すなわち，

「民主化」をめぐる問題状況は， 労働者がそれ

を具体的にどのように実感していたか，労使双

方労働者の質問題と経営機構の問題を抱えた中

で， I合理化」にいかなる意味が付与され， I民

主化」と関連していたかによって構成されてい

た。そこで我々はこの問題に焦点をあて I経

営民主化の実態」の分析に進むことにしよう。

(続く)

38)日本の労働者の歴史的特質については， 熊沢誠
『日本の労働者像~ (筑摩書房， 1981年)，二村一夫
「企業別組合論の再検討J(1r研究資料月報~ 305号，
法政大学大原社会問題研究所， 1984年3月) に学
んでいる。
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